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わが国では，戦後の経済成長に伴い人口の大都市圏への集中がおこった。とくに1940年
代の後半以降，若者を中心とした都市圏への大量の人口移動はその後，地方における人口
減少と高齢化が大きな社会問題として取り上げられることとなった。現在の国土交通省で
は，1962年に始まった全国総合開発計画（全総）における「都市の過大化の防止と地域格
差の是正」計画以降，「地方定住構想」が国土開発の重要テーマのひとつにかかげられた。
各地方自治体でも人の移住受け入れに対する取り組みが行われてきているが，地価の低下
や職住接近志向などにより，都心近郊から都心部への人口回帰現象などに動きがみられる
ものの，排出先であった地方圏にいたる大規模な人の移住現象はみられていない。本稿で
は，国による国土開発計画と人口政策にかかわる人の移動，定住促進に対する取り組みの
変遷を振り返るとともに，地方自治体における定住促進事業の現状について，その内容と
実績を分析することとした。
．は じ め に
わが国では，戦後の経済成長に伴い人口の大都市圏への集中がおこった。とくに1940年代
の後半以降，復興期を迎えた企業は，拡大する需要に応えるために新卒者を大量に採用し
た。この結果，若者を中心とした都市圏への大量の人口移動がおこり，その後，地方におけ
る人口減少と高齢化が大きな社会問題として取り上げられることとなった。人口の排出地域
であった地方圏におけるこうした現象に対して，「限界集落説｣1)や過疎地に対する対策の必
要性論議が起こったのは，我々の記憶に新しいところである。
国においては，人口の大都市集中から派生する諸問題に対する解決策として，現在の国土
交通省を中心として諸対策が練られてきた。計画の初期段階である1962年に始まった全国総
1) いわゆる「限界集落」については，必ずしも明確な定義が確立してはいないが，代表的なものと
して，高知大学名誉教授大野晃氏は以下のとおり定義している。「65歳以上の高齢者が集落人口の
半数を超え，冠婚葬祭をはじめ田役，道役などの社会的共同生活の維持が困難な状態に置かれてい
る集落」。
合開発計画（全総）において「都市の過大化の防止と地域格差の是正」が基本的な方針とし
て取り上げられた。以降，人口の一極集中防止に対する具体策として，「地方定住構想」が
1957年の第三次全国総合開発計画（三全総）において，国家の中心的な国土の開発方式の課
題としてかかげられた。続く1985年の第四次全国総合開発計画では，「多極分散型社会の実
現」が重要テーマのひとつとなった。こうした国家施策に合わせて，各地方自治体により，
人の移住受け入れに対する施策への取り組みが盛んに行われるようになった。その代表的な
ものとしては，北海道における2007年に60歳を迎えた，団塊の世代の定年退職時期を移住の
契機として捉えた「北の大地への移住促進事業（2004年）」や，人口の流入促進と流出防止
をメインテーマとした，新潟県の「夢おこし政策プラン（2006年）」などが挙げられる。ま
た島根県の「島根の国造り（2007年）」政策では，UI ターン定着の目標数を597人とする具
体的な移住者目標数値をかかげる施策を打ち出すなど，各地方圏の自治体における移住，定
住に関する様々な取り組みが実施されることとなった。しかしながら，地価の低下や職住接
近志向などにより，都心近郊から都心部への人口回帰現象など，一部の限られた地域におい
ては人の移住に関する実績がみられるものの，人口が著しく集中した大都市圏から排出先で
あった地方圏にいたるような大規模な人の移住現象は，現在までみられていない。
人口政策は「一国あるいは一地方の政府が国民あるいは住民の生存と福祉のために，人口
的，社会経済的その他の手段を用いて，出生・死亡・結婚・移動などの現実の人口過程に直
接，間接の影響を与えようとする意図またはそのような意図をもった行動である｣2)との指
摘は，国と地方自治体における人口の移住施策も当然のこととして包含している捉え方と考
えられる。
本稿では，国による国土開発計画と人口政策にかかわる人の移動，定住促進に対する取り
組みの変遷を振り返るとともに，筆者が知る限りにおいて，先行研究がみられない地方自治
体における定住促進事業の現状3)について，その内容と実績を主として分析することとし
た。ここで用いた基礎的な資料は，国土交通省のWEBサイト，UJI ターン推進「ふるさと
Search」に掲載されている自治体情報を基本資料として使用することとしており，これと
ともに，出来る限り地方自治体の地域別サイトにもアクセスすることにより，諸情報の把握
に努めることとした。また，同サイトに掲載されていた自治体について，移住人口の実績や
取り組みなどに関する報告依頼をインターネットによるメールで2013年の月から月にか
けて実施している4)。依頼した過程において，一部自治体担当者からは貴重な回答ならび
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2) 大淵（2013），203ページ。
3) 今回の分析対象自治体からは，岩手，宮城，福島，神奈川，沖縄の県と，東京都，京都府，大
阪府を除外した。
4) 依頼した項目内容は，文末の資料を参照。
に，アドバイスや資料の提供を得ることができ，分析を行うに当たっては，こうした貴重な
資料を可能な限り使用することとしている5)。なお，2013年月現在における，国土交通省
のWEB サイトを通じてアクセスした自治体数は928自治体，自治体による移住関連の取り
組み情報数は2,433件となった。今回把握できた情報以外にもサイトに掲載されていない施
策や，独自の取り組みを実施している自治体も多数あるものと思われる。こうしたことから
全国的な定住促進事業の実施総数は3,000件を上回るものと考えられる。
．人口学からみた移動と移住，その分類
2-1 移動と移住および定住
一般的に，い─じゅう【移住】とは，「他の土地または国へ移り住むこと。「─者」。開
拓・征服などの目的で種族・民族などの集団がある土地から他の土地へ移動・定住するこ
と。」であり，い─どう【移動】とは，「移り動くこと。移し動かすこと。」「車で─する」
「平行─」（広辞苑）である。
人口学では，移住よりもむしろ人の移動として取り上げて諸分析を試みている場合が多
い6)。人口移動は，地域間の移動である地理的移動と社会階層間の移動である社会的移動と
に分けられるが，通常は前者を人口移動としている。人口移動統計の項目としては，居住地
の変更を伴う国際人口移動と国内人口移動に大別され，国内人口移動は移動理由による類型
化と移動の単位，移動の意志の有無，移動の地域と距離，滞在期間による類型があり7)，こ
れらにより諸分析がなされている。
2-2 移動の分類と種類
前述したように，人の移動は種々の観点から多くの種類に分類することができる。舘8)に
よる分類では，つぎのような種類が挙げられている。
① 移動の集団性による分類
 単独移動…個人あるいは家族の移動
（a） 単身移動…個人の移動
（b） 家族移動…家族の移動
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5) 本稿の執筆と資料の分析に当たり，実績の収集等にご協力をいただきました各自治体の関係者各
位に，この場を借りて謝意を申し上げる。
6) 本稿では人口の移動について，国および自治体の施策に関しては「移住」と「定住」を，他の場
合は「移動」を混合して表現している。
7) 人口学研究会（2010），132-135ページ。
8) 舘（1960），733-734ページ。
� 集団移動…多数の人々の集団的移動（例：民族移動）
② 移動の地域による分類
� 国内移動…国内における移動
⒜ 地域社会内移動…同一地域社会内とみなされる地域内部における人口移動
⒝ 都市農村間移動…都市間，農村間，あるいは，都市農村間の人口移動
� 国際移動…国境を越えた人口移動
③ 移動の行われる時間間隔による分類
� 移住…個人の全生涯の期間内に�回あるいは数回行われる居住地の移動
� 一時移動…居住地を変えずに日常的に行われる各種の人口移動
⒜ 定期異動…ある必要を満たすために定期的に行われる人口移動
⒝ 季節移動…社会経済的な諸条件の季節的変化に応じて発生する人口移動
⒞ 振子移動…都市の周辺から，その中心部へ，通勤，通学等のために，休日以外毎日
恒常的に現れる人口移動
⒟ 不規則移動…目的地が不定で不規則的におこる短期間の移動
⒠ 持続的移動…遊牧民の移動や行商等のための移動
④ 移動と権力との関係による分類
� 自由移動…自由な意志によって行われる人口移動
� 強制移動（政治的移動）…政治的な強制によって行われる人口移動
⑤ 移動の目的による分類
� 職業移動…職業に関係する人口移動
� 縁組移動…婚姻，離婚を原因とする人口移動
� 就学移動…就学のための移動
� 避難移動…難民等の移動
となっている。
人口移動は，このように様々な観点から分類されているが，歴史的な観点からの移動分類
や国際間の人口移動に注目した分類による類型が紹介されている。それとともに，人口移動
について「社会科学の法則からも，既存の雑多な類型論を整理して，人口学の統合化を進め
るための交通手段として，類型区分，カテゴリー化を図り，歴史的にも理論的にも，特殊的
な人口移動の種類や類型が多くなり，それぞれが異なることにより混乱要因が存在すること
から，人口移動の根本的な分類が必要である｣9)との指摘もある。
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9) 兼清（1970），48-50ページ。
．人が移動する要因
人々が移動するにいたる必然的な要因は，個々人のライフサイクルの変化に合わせて，
様々な機会により発生することとなる。表 3-1 により移動者本人を基準とした移動の発生要
因別に分類すると，①世帯主の移動に伴うもの，②転勤などの職業的理由によるもの，③
住宅事情によるもの，④生活環境の変化によるもの，⑤結婚や離婚等に起因するもの，⑥
進学などの学業を理由としたもの，⑦親族との同居を理由とするもの，この種類に分類
することができる10)。
幼少期における世帯主（親）の移動や伴侶とともに移動する随伴移動，自身が成長した以
降におこる，自己の進学や仕事上での転勤などによる独自的な理由による移動など，ライフ
サイクルに合わせて，移動にいたる発生理由も多様化することとなる。こうした移動の発生
要因のうちで，定住促進事業に関わる移動の一般的な発生理由は，上述した②⑤⑥以外のラ
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10) 永井（2007），594-595ページ。
表 3-1 ライフサイクルと人口移動の主要な発生理由
項目
世帯主
移動に
伴うもの
職業的理由 住宅事情
による
もの
生活環境
による
もの
結婚離婚
等による
もの
進学
による
もの
親族との
同居に
よるもの転勤 就職 転職 求職 退職
〜歳 ○ ○
10〜14 ○ ○
15〜19 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
20〜24 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
25〜29 △ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
30〜34 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
35〜39 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
40〜44 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
45〜49 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
50〜54 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
55〜59 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
60〜64 ○ ○ ○ ○ ○
65〜69 △ ○ ○ ○
70〜74 △ ○ ○ ○
75〜79 △ ○ ○ ○
80〜84 △ ○ ○ ○
85歳以上 △ ○ ○ ○
（出所） 永井（2007）。
イフサイクル上の理由を主たる発生要因として移動が行われるとともに，自治体が施行する
移住施策に呼応することを，プラス要因とすることにより，移動・移住にいたることが多い
ものと考えられる。
．国における定住促進事業の推移
わが国においては，経済の成長と促進を目的として1950年に施行された国土総合開発法な
どの関連法規に基づき，国土や地域の開発政策が決定され，これに伴う多様な政策運用が現
在にいたるまで展開されてきている。国による主要な国土・地域政策の変遷と定住施策関連
の推移を示したのが図 4-1 である。
1962年に決定された「全国総合開発計画（全総）」では，過大都市問題がメインテーマと
して取り上げられた。この時代には，所得倍増計画が発表されるなど，わが国における経済
が高度成長期の真っただ中にあり，都市問題とともに，地域間における所得格差拡大の是正
が課題となっていた。こうした課題を背景とした国土開発計画の内容は，これからの経済社
会のありようを規定する大きな条件変化の中で，「地球時代，人口減少・高齢化時代，高度
情報化時代の到来」を指摘したものとなっていた。
地方圏への定住構想が具体的なテーマとして取り上げられたのは，経済が安定成長期から
バブル期を迎えるにいたる，1977年からの「第三次全国総合開発計画（三全総）」であった。
この開発計画では，全国土の均衡利用と人間居住環境を総合的に形成することを，国土開
発の課題として設定していた。しかしながら，経済が安定成長期からバブル期に移行すると
ともに，人口の大都市圏への集中は一層加速化することとなった。そのあとの1987年から計
画された「第四次全国総合開発計画（四全総）」は，折からのバブル経済の崩壊時期とも重
なり，人口と都市機能が東京へ一極集中することへの弊害に対する是正策を，中心課題とし
て設定することとなった。この四全総計画では，前の三全総計画がかかげた地方圏への定住
構想を引き継ぎ，「定住と地域交流による地域の活性化」が定住関連の課題として採り上げ
られることとなった。以後，1998年からの「21世紀の国土のグランドデザイン」では，地域
の連携がメインのテーマに設定され，その後の2005年には，国土総合開発法から国土形成計
画法へと，基本法の改正が行われた。これに伴い，2008年からスタートした「国土形成計
画」では，移住関連施策としては，二地域居住がテーマとなり現在にいたっている。
．地方自治体における定住施策への取り組み
国による，国土開発計画の基本構想に盛り込まれた定住施策などに呼応する形で，各地方
自治体でも UJI ターンによる移住の取り組みを促進させるために，独自の政策をかかげる
こととなった。筆者が把握した，各自治体における団塊の世代を中心対象とした，主な移住
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特
性
に
即
し
た
　
特
色
あ
る
機
能
の
集
積
　
促
進
(振
興
拠
点
地
域
)
→
地
方
圏
の
オ
フ
ィ
ス
機
能
の
　
立
地
促
進
（
オ
フ
ィ
ス
ア
ル
　
カ
デ
ィ
ア
構
想
）
→
広
域
的
な
民
間
活
動
を
　
支
援
す
る
た
め
の
基
盤
　
整
備
支
援
計
画
の
背
景
地
域
間
の
均
衡
あ
る
発
展
1.
安
定
成
長
経
済
2.
人
口
，
産
業
の
地
方
分
散
　
の
兆
し
3.
国
土
資
源
，
エ
ネ
ル
ギ
ー
　
等
の
有
限
性
の
顕
在
化
1.
人
口
，
諸
機
能
の
東
京
一
極
　
集
中
2.
産
業
構
造
の
急
速
な
変
化
等
　
に
よ
り
，
地
方
圏
で
の
雇
用
　
問
題
の
深
刻
化
3.
本
格
的
国
際
化
の
進
展
1.
地
球
時
代
（
地
球
環
境
問
題
，
　
大
競
争
，
ア
ジ
ア
諸
国
と
の
　
交
流
）
2.
人
口
減
少
・
高
齢
化
時
代
3.
高
度
情
報
化
時
代
国
と
地
方
の
協
働
に
よ
る
広
域
ブ
ロ
ッ
ク
づ
く
り
多
極
分
散
型
国
土
の
構
築
人
間
居
住
の
総
合
的
環
境
の
整
備
豊
か
な
環
境
の
創
造
目
標
達
成
の
た
め
工
業
の
分
散
を
図
る
こ
と
が
必
要
で
あ
り
，
東
京
等
の
既
成
大
集
積
と
関
連
さ
せ
つ
つ
開
発
拠
点
を
配
置
し
,
交
通
通
信
施
設
に
よ
り
こ
れ
を
有
機
的
に
連
絡
さ
せ
相
互
に
影
響
さ
せ
る
と
同
時
に
，
周
辺
地
域
の
特
性
を
生
か
し
な
が
ら
連
鎖
反
応
的
に
開
発
を
す
す
め
，
地
域
間
の
均
衡
あ
る
発
展
を
実
現
す
る
。
新
幹
線
，
高
速
道
路
等
の
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
を
整
備
し
，
大
規
模
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
を
推
進
す
る
こ
と
に
よ
り
，
国
土
利
用
の
偏
在
を
是
正
し
，
過
密
過
疎
，
地
域
格
差
を
解
消
す
る
。
大
都
市
へ
の
人
口
と
産
業
の
集
中
を
抑
制
す
る
一
方
，
地
方
を
振
興
し
，
過
密
過
疎
問
題
に
対
処
し
な
が
ら
，
全
国
土
の
利
用
の
均
衡
を
図
り
つ
つ
人
間
居
住
の
総
合
的
環
境
の
形
成
を
図
る
｡
多
極
分
散
型
国
土
を
構
築
す
る
た
め
，
1.
地
域
の
特
性
を
生
か
し
つ
つ
，
創
意
と
工
夫
に
よ
り
地
域
整
備
を
推
進
 
2.
基
幹
的
交
通
，
情
報
・
通
信
体
系
の
整
備
を
国
自
ら
あ
る
い
は
国
の
先
導
的
な
指
針
に
基
づ
き
全
国
に
わ
た
っ
て
推
進
3.
多
様
な
交
流
の
機
会
を
国
，
地
方
，
民
間
諸
団
体
の
連
携
に
よ
り
形
成
多
様
な
広
域
ブ
ロ
ッ
ク
が
自
立
的
に
発
展
す
る
国
土
を
構
築
す
る
と
と
も
に
，
美
し
く
，
暮
ら
し
や
す
い
国
土
の
形
成
を
図
る
1.
ク
ロ
ー
バ
ル
化
や
人
口
減
少
に
対
応
す
る
国
土
の
形
成
・
東
ア
ジ
ア
と
の
円
滑
な
交
流
・
連
携
・
持
続
可
能
な
地
域
の
形
成
2.
安
全
で
美
し
い
国
土
の
再
構
築
と
継
承
・
災
害
に
強
い
し
な
や
か
な
国
土
の
形
成
・
美
し
い
国
土
の
管
理
と
継
承
（
4
つ
の
戦
略
）
1.
多
自
然
居
住
地
域
（
小
都
市
,
農
山
漁
村
，
中
山
間
地
域
等
）
の
創
造
2.
大
都
市
の
リ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
(大
都
市
空
間
の
修
復
，
更
新
，
有
効
活
用
）
3.
地
域
連
携
軸
（
軸
状
に
連
な
る
地
域
連
携
の
ま
と
ま
り
）
の
展
開
4.
広
域
国
際
交
流
圏
（
世
界
的
な
交
流
機
能
を
有
す
る
圏
域
の
形
成
・
都
市
の
過
大
化
の
防
止
と
　
地
域
格
差
の
是
正
・
定
住
と
交
流
に
よ
る
　
地
域
の
活
性
化
─
多
様
な
主
体
の
参
加
と
地
域
連
携
に
よ
る
国
土
づ
く
り
─
参
加
と
連
携
「
新
た
な
公
」
を
基
軸
と
す
る
地
域
づ
く
り
（
出
所
）
「
国
土
開
発
計
画
の
変
遷
」
国
土
交
通
省
他
に
筆
者
が
加
筆
。
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表 5-1 各道県における長期計画と団塊の世代を中心とした U JI ターン対策
地域 長期計画対策名・期間 団塊の世代を主体とした UJI ターン対策の内容
その他
UJI ターン等目標数値
北海道
北の大地への移住促進事業
2004年〜
道庁経済部労働局に
U・I ターンサポートデスク設置
道庁総合政策部地域づくり支援局などにて移住
情報の提供
青森県
生活創造推進プラン
H16年から20年度
H18年度「重点推進プロジェクト」〜わくわく
10〜
「団塊の世代対策」団塊世代の還流・流入
→しごと空間創造プロジェクト
雇用創出550人
秋田県
秋田21総合計画
2000年〜2010年
秋田県2007年問題対策の基本方針「2007年問
題」を「大きなターニングポイント（地域活性
化のための大きな機会）」と捉えて
今後10年間定住万人
経済効果5,004億円（行
政負担額678億円）
新潟県
「夢おこし」政策プラン
2006年〜
「夢おこし政策の展開」─人口の流入促進・流
出防止
団塊世代のふるさと回帰対策
富山県
「新しい総合計画」 若者や中高年世代の活躍の場の拡大
UJI ターンの推進
2006年10月中間報告
石川県
「長期構想」 豊かな暮らしを支える産業社会づくり ゆとり
のある労働環境づくりと職業能力開発を進める
鳥取県
「地域の自立と再生」 自立型経済構築，「団塊の世代」の活用方策を
検討せよ
産業人材誘致を中心とした UI ターン就職者の
増
2006年目標 UI ターン登
録者
1,000人
島根県
「活力と働きの場を生み出す
産業が力強く展開する島根の
国造り」
雇用・就業環境の整備，定住の促進 2007年目標
597人
広島県
総合計画「元気挑戦プラン」
2006年から2010年
新たな「活力」を創るプログラム─広域自立生
活圏の形成新たな交流・定住の促進
交流人口の増加や定住に
つながるような長期滞在
型観光に取り組む
高知県
高知県過疎地域自立促進計画
（後期）平成17年度〜21年度
産業の振興─ U・I ターンの促進など，担い手
の確保に向けた各種事業を実施し，産業振興と
雇用対策が一体となった過疎対策の促進
林業の振興
人づくり推進事業
佐賀県
佐賀の明日を創るための発展
の基本
方向と主な施策
はつらつとした産業─充実した就労環境の整備
総合的な雇用対策の推進
Uターン就職者数
500人
長崎県
ながさき新時代 ながさき田舎暮らし総合プロモーション（促
進）事業
2006年度〜2010年度
UI ターン促進体制整備・ながさきの魅力発
信・田舎暮らし支援
大分県
安心・活力・発展プラン2005
─ともに築こう大分の未来─
時代に対応する力強い農林水産業の担い手づく
り
新規学卒者や U ターン希望者，定年を迎える
団塊の世代，他産業からの新規参入者に対する
技術習得研修の実施など
農・林・水産業新規就業
者数目標 H22年度207人
鹿児島県
鹿児島県総合的雇用対策 鹿児島県総合的雇用対策─平成18年版─
若年者の就業支援など多様な就業ニーズに応じ
た雇用機会の確保─UI ターンの促進
（出所） 各道県のホームページより筆者が作成。
と定住に関する計画内容を表 5-1 に示したが，三大都市圏以外の全国における自治体におい
て，中長期的な期間を設定して様々な取り組みが実施されてきている。自治体によっては，
具体的な移住目標数をかかげたところや，移住に伴う経済波及効果額を算定したところもあ
った。
．地域による定住促進 UJI ターン事業の現状
6-1 地域にみる定住促進事業の内容分類
国による国土開発計画ならびに地域政策と並行して，各地方自治体では移住に関する情報
提供や住居環境などのインフラ整備を主体とした，移住者受け入れのためのハードとソフト
両面の充実を図るなどの環境整備に努めるとともに，様々な定住促進，UJI ターンを希望す
る人々の受け入れのための施策を現在も展開している。
UJI ターンの定義を確認すると
・ Uターン…出身地から進学や就職などのために地域外に出たのち，出身地に戻るこ
と。
・ J ターン…出身地から進学や就職などのために地域外に出たのち，出身地の近隣地域
に戻ること。
・ Iターン11)…出身地にかかわらず当該地域に移り住むこと。
である。
国土交通省のWEB サイト「ふるさと Search」を基礎資料として得た各自治体が実施し
ている定住促進事業は，その内容の捉え方や独自に打ち出している方針，位置づけなどによ
り，事業の分類や解釈も多少異なる部分も見受けられる。本稿では実施している各施策につ
いて，次のように分類することとした。農業の後継者育成や就農者の確保事業を目的とし
て，新たに農業へ従事することを希望する人に対する支援事業を基本とする「就農関連施
策」，移住先における就業に関する情報の提供や，就職に関する説明，就職支援などの事業
を主体とする「就労関連施策」，定住者に対する定住奨励金の支給，移住後の結婚に対する
祝い金の支給，移住地における子どもの出産に対する祝い金の支給などの「奨励金支給施
策」，自治体における宅地開発や空き家情報などの住居に関する情報の提供，移住地におけ
る住居の新築，建て替え，修繕の費用助成などの「住居関連施策」，自治体組織と政策の紹
介，先輩移住者による移住実績情報や，移住地での生活に関する諸情報の提供を中心とする
「自治体情報提供施策」，移住候補地における実際のくらしや農業体験などの，生活を実体験
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11) I ターンについては，人口学における「人口移動」では，一般の移動として捉えていて，通常の
場合分類はしない。
できる「ツアー体験プログラム施策」，移住地における自治体や地元民によるサポート制度
などを主体とした「その他の施策」，の大分類事業と内訳事業20種類にまとめることとし
た。これらの内容を示したのが表 6-1 である。
6-2 全国自治体による定住促進事業の内訳
全国自治体の定住事業を分類し集計した，定住促進施策大分類項目の内訳を図 6-1 によ
りみると，最も多く実施されているのは，自治体の組織紹介や政策内容に関する広報，地域
特性などの情報，移住施策関連の内容に関して紹介を行う，自治体のWEBによる「情報の
提供」であり，施策全体のうちで37.1％の割合を占めて番目に多い結果となっている。自
治体によっては，自治体そのもののホームページの中に「移住施策関連」の項目を独立させ
て設定しているところや，移住に関する情報について，ホームページと切り離して，個別に
WEB上にバナーを設けて情報を提供しているところもある。次いで多かったのが，移住希
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表 6-1 自治体における定住促進事業の内容分類
事 業 事業の内容
就農関連施策
・支援・研修制度
・貸付金制度
・貸付金に対する利子補助
就労関連施策
・就職情報の提供
・就職説明会の実施
・新規開業資金助成
・就職奨励金制度
奨励金支給施策
・定住者奨励金制度
・生活，通勤補助金制度
・祝い金制度（結婚・出産）
・媒酌奨励金制度
住居関連施策
・宅地無償譲渡制度
・新築，建て替え費用補助
・住宅ローン利子補助
・空き家情報の提供
・持家建設奨励金制度
・自治体による宅地開発
情報提供施策 ・自治体情報の提供
ツアー体験プログラム施策
・くらし・移住・冬道運転・農業・酪農・乗馬
・そば打ち・陶芸体験など
その他の施策 ・定住サポート制度等
（出所） 国土交通省「ふるさと Search」および各道府県の HPより筆者作成。
望者の移住後の住まいに関するもので，空き家情報や宅地開発造成情報の提供，持家建設奨
励金の支給，固定資産税の軽減措置の実施などの「住居関連施策」が25.9％で番目となっ
た。以下，移住に関する予備知識を，移住したいと考えている希望者に提供する機会とし
て，短期滞在や農業などを体験できる「ツアー体験プログラムの実施」が10.0％，移住定住
者に対して支給する奨励金や結婚，出産に関する祝い金の支給などの「奨励金支給施策」が
9.8％，新規就農者に対する農地に関する情報提供や資金支援，受け入れ研修支援制度など
の，「就農関連施策」が8.6％の順となっている。
6-3 地域ごとの定住促進施策と人口の減少・高齢化
国土交通省のWEB「ふるさと Search」情報に基づいて，各道県における自治体の定住促
進施策の内容別項目数と，人口減少率・高齢化率を比較したのが図 6-2 である。
人口減少率と高齢化率は国立社会保障・人口問題研究所による日本の人口将来推計
（2013）の数値（以下，人口将来推計という）を使用し，2010年（平成22年）とその30年後
の2040年（同52年）の推計値を地域別にそれぞれ示してある。この図をみると，国土交通省
のWEBで得た道県における自治体情報からでも，施策の内容とともに，施策数にも地域差
があることが明らかである。また，高齢化率・人口減少率と定住施策の種類や総数の間に
は，必ずしも整合性があるとは限らないことがわかる。その一方では，北海道ならびに鹿児
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図 6-1 自治体による定住政策の内訳
（出所） 表 6-1 と同じ。
サポート制度など
3.1%
就農関連
8.6%
就労関連
5.5%
奨励金
9.8%
住居関連
25.9%
情報提供
37.1%
体験プログラム
10.0%
島県と長野県の三自治体による定住促進の取り組み施策数が，他の県に比較して顕著に多い
などの，一部の地域によって特徴がみられる。
次に図 6-3 には，地域別の過疎化率と定住施策数（対数）の関係を示した。全体として
は，過疎化率の高い地域に施策数が多いという，必然的な傾向がみられている。
6-4 北海道・長野県・鹿児島県の人口概要
国土交通省のWEB 情報を足掛かりとして，各自治体の定住施策の取り組み状況をみる
と，北海道，長野県，鹿児島県の三地域の施策数が特に多いことが明らかとなった。この三
道県の2005年から2010年の間の人口推移を過疎地域とそれ以外の地域に分けてみたのが表
6-2 である。
三地域について2005年から2010年の年間の人口推移をみると，過疎地域における人口の
減少率が，道県全域ならびに過疎地域以外の地域と比較して，マイナス％前後と非常に大
きいことがわかる。また年齢区分の割合をみても，過疎地域では65歳以上の人口割合が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図 6-2 地域別の定住促進施策項目と人口減少率・高齢化率
（資料） 国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口」（2013）。
（出所） 地域別施策の出所は図 6-1 と同じ。
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〜�％程度全域や過疎地域以外と比べると高くなっていて，人口減少率が大きく高齢化割合
が高いという過疎地域特有の�面的な特徴を示している。
図 6-4 により，三地域ごとに，市部・過疎地域以外の市町村・過疎地域の市町村につい
て，定住に関する施策内容を比較してみた。
過疎地域における施策の内容を中心にみると，図 6-4⒜に示した北海道においては，過疎
地域における就農関連施策が過疎地以外の地域に比べ多くなっていて，移住してくる人に対
しては他の地域以上に，農業の担い手としての期待が大きいことが窺える。図 6-4⒝に示し
た長野県においては，過疎地域における住居関連施策が過疎地以外の地域と比較して割合が
多くなっており，移住人口の確保のための施策として，移住者住居の確保を重点施策として
取り上げていることがわかる。図 6-4⒞に示した鹿児島県では，過疎地域の施策が過疎地以
外の地域に比べて多種類にわたっており，施策の内容全体についてバラエティを重視したも
のとなっている。こうしてみると各地域ともに，それぞれが地域性のある定住施策内容を打
ち出していることがみてとれる。
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図 6-3 定住施策項目数と過疎化率
（注） 過疎化率は次式により算出した。
過疎化率＝過疎地域市町村数（平成23年�月26日現在)÷都道府県別市町村数（平成23年10月11日現在）
（資料） 総務省「都道府県別市町村数」「過疎地域市町村一覧」。
（出所） 施策の出所は図 6-1 と同じ。
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図 6-4 北海道・長野県・鹿児島県における移住施策内容の地域別比較
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表 6-2 北海道・長野県・鹿児島県の人口の現状
2005年〜2010年
の人口増減率
2010年年齢別割合
15歳未満
人口割合
15〜64歳
人口割合
65歳以上
人口割合
北海道 -2.2 12.0 63.3 24.7
市部 -1.2 11.9 64.4 22.9
過疎地以外町村部 -3.0 13.3 61.4 25.2
過疎地 -7.3 11.7 57.3 31.0
長野県 -2.0 13.8 59.7 26.5
市部 -1.7 14.0 60.1 25.6
過疎地以外町村部 -3.6 13.0 57.9 29.1
過疎地 -8.5 11.0 53.2 35.7
鹿児島県 -2.7 13.7 59.8 26.5
市部 -0.9 14.1 61.8 23.5
過疎市部 -6.8 12.3 55.0 32.6
過疎地町村部 -6.2 13.1 53.5 33.4
（資料） 総務省「国勢調査」「過疎地域市町村等一覧」。
（出所） 図 6-1 に同じ。
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表 6-3 世帯員数別農家数の地域別分布
項目
1995（平成）年 2005（平成17）年
人 人 人 人 人 人
人
以上
人 人 人 人 人 人
人
以上
北海道 ◎ ○ △ ◎ ○ △
青森 ○ △ ◎ ○ ◎ △
岩手 ○ ◎ △ △ ◎ ○
宮城 △ ◎ ○ △ ◎ ○
秋田 △ ○ ◎ ◎ ○ △
山形 △ ◎ ○ △ ◎ ○
福島 △ ○ ◎ △ ○ ◎
茨城 △ ○ ◎ △ ○ ◎
栃木 ○ ◎ △ △ ○ ◎
群馬 ○ △ ◎ ◎ ○ △
埼玉 △ ○ ◎ ○ ◎ △
千葉 △ ○ ◎ ○ ◎ △
東京 ◎ ○ △ ◎ ○ △
神奈川 △ ○ ◎ ○ △ ◎
新潟 △ ◎ ○ ○ ◎ △
富山 △ ○ ◎ △ ○ ◎
石川 ○ △ ◎ ◎ ○ △
福井 △ ○ ◎ ○ ◎ △
山梨 ◎ ○ △ ◎ ○ △
長野 ◎ ○ △ ◎ ○ △
岐阜 △ ○ ◎ ○ ◎ △
静岡 △ ◎ ○ △ ◎ ○
愛知 △ ○ ◎ ○ ◎ △
三重 △ ○ ◎ ○ △ ◎
滋賀 △ ○ ◎ △ ○ ◎
京都 ◎ △ ○ ○ ◎ △
大阪 △ ○ ◎ △ ○ ◎
兵庫 △ ○ ◎ ◎ ○ △
奈良 △ ○ ◎ △ ○ ◎
和歌山 ◎ △ ○ ◎ ○ △
鳥取 ○ ◎ △ ◎ ○ △
島根 ◎ ○ △ ◎ ○ △
岡山 ◎ ○ △ ◎ ○ △
広島 ◎ ○ △ ◎ ○ △
山口 ◎ ○ △ ◎ ○ △
徳島 ◎ △ ○ ◎ ○ △
香川 △ ○ ◎ ◎ ○ △
愛媛 ◎ ○ △ ◎ ○ △
高知 ◎ ○ △ ◎ ○ △
福岡 ○ △ ◎ ◎ ○ △
佐賀 △ ○ ◎ △ ○ ◎
長崎 ◎ ○ △ ◎ ○ △
熊本 ◎ ○ △ ◎ ○ △
大分 ◎ ○ △ ◎ ○ △
宮崎 ◎ ○ △ ◎ ○ △
鹿児島 ◎ ○ △ ◎ ○ △
全国 ○ △ ◎ ◎ ○ △
（注） ◎印 戸数が位を，○印は位を，△印は位を表す。
（資料） 農林水産省「農業センサス」。
6-5 農家世帯における世帯員数の変化
表 6-3 は，農業センサスの1995年（平成�年）と2005年（同17年）をもとにして，農家に
おける世帯員数の変化についてみたものである12)。この10年の間で全国規模でみると1995年
に�位を占めていたのは�人世帯で27県であったが，2005年には，15県へと減少した。その
逆に�人世帯が1995年の17県から2005年には24県へと増加している。�人世帯もこの間に�
位の県が�県から�県となり，全国規模で世帯員数の縮小が進んでいる。地域別にみると東
日本地域では，�人以上世帯が減少し，�人以下の世帯へと移行が進んだことがわかる。ま
た，西日本地域でも�人以上世帯が減少し�人世帯を中心とした世帯員状況へと移行が進
み，世帯員の縮小が進行している。
過疎地域の多くは，農業従事者の割合が比較的高く，農家世帯の割合も多いことから，こ
うした農家世帯人員の減少傾向は，より人口の減少に伴う過疎化の進行に拍車をかけること
となっている。
�．自治体の移住実績
7-1 移住者の属性分析
今回のインターネットのメールによる移住施策調査に関して，地域区分13)により，全国55
の地方自治体から提供された資料14)に基づいて，2005年から2012年の移住実績でみた移住者
の属性を表 7-1 と図 7-1 に示した。
表 7-1 は，年齢階級別の移住者数の資料提供があった48自治体と，同じく移住者総数につ
いて提供された53自治体についてまとめたものである。
移住者の総数は，53自治体全体で4,032人であり当該自治体における2010年の人口比で
0.11％となった。地域別には，東海地区が1.50％と人口比で最も高くなり，四国地区で
0.02％と低い結果となった。年齢階級別の移住者総数3,370人の内訳では，30歳代が952人で
全体の移住者数に対する割合は，28.3％となり最も多い実績となった。この年代に随伴する
形で20歳代以下が移住したものと考えれば1,020人，同30.3％となっている。団塊の世代を
含む60歳代は472人，同14.0％となった。
図 7-1⒜には，資料の提供があった48自治体について，年齢�歳階級別の移住者の割合を
図示した。全国平均でみた移住者の年齢階級割合は，30歳代が最も多くを占めている。次い
で60歳代と20歳代が14.0％となり，40歳以下が全体の58.5％となっている。地域別には東海
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12) この時期以後の農業センサスには，世帯員数の調査結果の掲載はない。
13) 地域区分は，付表�を参照。
14) 自治体から提供された移住施策に関する資料は項目ごとに異なっている，詳細は付表�を参照。
地区が40歳以下の割合が最も高く63.8％となり，四国地区の同割合は36％と最も低い結果と
なった。65歳以上の高齢者の移住は，四国地区が22.0％と最も高く，次いで関東・上信越地
区の16.4％，東北地区の16.3％となり，九州地区が最も低く5.0％となっている。
一時期において，各自治体が移住の中心対象としての取り組みを強化していた，団塊の世
代を60〜64歳の年齢階級としてみると，四国地区の14.0％が最も高く，次いで関東・上信越
地区の12.7％，東北地区の11.4％が続き，この世代の移住について筆者の印象では，全国の
自治体の中で最も力を注いでいたと思われる北海道地区は8.7％となり，全国平均の10％を
下回る結果となっている。
つぎに，移住者の移住前の住居地についてまとめたのが図 7-1⒝である。今回行った移住
窓口担当者に対する「移住前の住居地」についての設問は，非常に大まかな設定としてい
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表 7-1 地域別の年齢階級別移住者数・移住者総数と人口比
（単位：人，％)
北海道
（10)
東北（6)
関東・上
信越（5)
東海（2) 近畿（3)
山陰・
山陽（4)
四国（2) 九州（16) 全国（48)
0〜4歳 15 12 1 37 11 12 0 166 254
5〜9 9 10 2 13 9 12 2 103 160
10〜14 8 7 2 9 9 3 2 54 94
15〜19 6 3 0 1 2 1 1 26 40
20〜24 34 7 0 15 3 11 2 65 137
25〜29 32 12 9 40 9 24 1 208 335
30〜34 51 21 5 35 18 40 4 385 559
35〜39 29 19 9 14 21 26 6 269 393
40〜44 22 8 1 10 15 14 10 171 251
45〜49 8 8 3 3 8 10 3 102 145
50〜54 11 3 2 7 10 15 1 134 183
55〜59 20 10 5 7 8 26 0 165 241
60〜64 26 19 7 9 13 25 7 230 336
65〜69 14 17 5 7 4 18 6 65 136
70以上 15 10 4 11 6 10 5 45 106
計 300 166 55 218 146 247 50 2188 3370
①人口比％ 0.15 0.16 0.03 1.50 0.08 0.09 0.03 0.11 0.07
北海道
（13)
東北（6)
関東・上
信越（6)
東海（2) 近畿（3)
山陰・
山陽（4)
四国（2) 九州（17) 全国（53)
移住者総数 500 167 90 218 147 288 50 2572 4032
②人口比％ 0.18 0.15 0.03 1.50 0.08 0.10 0.02 0.12 0.11
（注） �．人口比は①年齢階級，②移動者総数の2010年における当該地域に対しての比である。
�．（ ）内は資料提供自治体数を示す。
（出所） 各自治体による提供資料による。
